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「工業高校実践教育導入事業」
応募提案書様式

平成　　年　　月　　日
　○○経済産業局長　　殿
事業実施機関
機関名称：
代表者役職：
代表者氏名：                         印
担当者氏名：
連絡先：

　　平成１９年度工業高校実践教育導入事業応募提案書
記
１．提案事業名

２．事業費総額                    円

３．事業実施期間

　　開始予定日　平成　年　月　日

　　完了予定日　平成　年　月　日

平成１９年度工業高校実践教育導入事業
応募提案書

１．事業の概要

　　（留意点）

  　　・事業の概要について、簡潔に記載する。
２．事業内容等
（１）教育界や産業界における現状、課題、ニーズ等
　　（留意点）

・当該地域における教育界や産業界（中小企業等）における現状、課題、ニーズ等について説明する。

（２）目的

（留意点）

・上記（１）の課題とニーズに対し、開発すべき教育プログラムや取組むべき人材育成といった、事業の目的について記載する。
・地域の中小企業の人材育成・人材確保にどのように資する内容であるのか記載する。
（３）目標
（留意点）

・事業の目標について記載する。

・評価基準となる指標（定性・定量目標）について記載する。
（４）特長
（留意点）

　　　・事業内容の先導性、実用性、新規性等について記載する。
　　　・得られる事業成果の普及可能性（モデル性）について言及すること。
３．実施内容等
　（留意点）　

　　・具体的なプログラムの内容や事業実施スケジュール等について記載する。
（１）プログラムの内容

　（留意点）

　　・計画しているプログラム（生徒の企業実習、企業技術者等における学校での実践的指導、教員の企業等での研修、専門高校と企業の共同研究等）の内容について、特徴やポイントを記載する。
　　・計画しているそれぞれの実践的取り組みを実施するに当たっての研究のねらい、対象学科と対象生徒数の規模、実施時期及び期間、教育課程上の位置付け、協力企業、実施場所、講師、設備・機器、実習材料等について詳細かつ具体的に記載する。
・特に、どのような企業と連携して、どのような技術分野に係る実践的な人材育成プログラムを開発するのか明確に記載する。
（２）効果測定について

（留意点）

　　・（１）のプログラム実施により得られる効果をどのように測定するのか記載する。

　　・定性的・定量的な測定方法とするよう留意する。

	（定性・定量目標の例）

定性目標：①専門高校の教員・生徒、地域企業の満足度

　定量目標：①企業実習等実践的取り組みの参加生徒数、参加教員数、実施回数等


　　

（３）平成１９年度の活動計画
	活動時期
	活動の具体的内容

	○月上旬

	○○○



※具体的に記述すること。
（４）３ヶ年の活動計画
	活動時期
	活動の概要

	平成１９年度
	○○○

	平成２０年度
	

	平成２１年度
	


※平成１９年度の欄には前頁の概要を記述すること。
※なるべく具体的にそれぞれの年度の活動概要を記述すること。
４．実施体制
　（留意点）　

　　・【３．実施内容等】を進めるにあたっての役割分担を記載する。

（１）事業スキーム

	


　※事業の概略図を記載すること。

事業実施都道府県等教育委員会及び取組校

	
	教育委員会名：
	　

	
	取組校名：
	　

	
	取組校名：
	　

	
	取組校名：
	　


協力企業及び産業支援機関の協力体制

	　①産業支援機関（支援センター、公設試、商工会・商工会議所等）

	
	機関名：
	　

	
	協力内容：
	　

	
	機関名：
	　

	
	協力内容：
	　

	　②協力企業等

	
	企業名：
	　

	
	協力内容：
	　

	
	企業名：
	　

	
	協力内容：
	　


（２）人材育成連携推進委員会（仮称）

　①委員の人数　　名

　②委員の構成
　
	氏 名
	所属・職名
	職 場 所 在 地

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※特定の所属・分野のメンバーにより構成されないよう配慮すること。
※代表者（主査、委員長）は氏名の隣に○を記入すること。
　③役割
　　（留意点）

　　　・人材育成連携推進委員会（仮称）の役割や当該委員会で検討する内容等を具体的かつ詳細に記載すること。
（３）都道府県等教育委員会の概要及び事業管理体制等（都道府県等教育委員会が記載）
　　（留意点）

・教育委員会のこれまでの取組等、事業管理体制、人材育成連携推進委員会の運営体制について、具体的に記載すること。

・詳細は、別紙１に記載すること。
（４）取組校における概要及び本事業における取組（都道府県・政令指定都市教育委員会が記載）
　　（留意点）

・学校名、所在地、学年・課程・学科別生徒数、学級数、教職員数、学校のこれまでの取組等、本事業における取組について、具体的に記載する。

・詳細は、別紙２に記載する。
（５）受託業務の管理体制（事業実施機関が記載）
　　（留意点）
　　　・事業実施機関が具体的にどんな役割を担い、地域における人材育成ネットワークの要として、どう機能していくかについて記載する。
　　　①コーディネータ

　　　（留意点）

　　　　・氏名、所属、役職、実績の概要（この事業で活用する理由、背景）について記載する。

　　　　・詳細は、別紙３に記載する。
　　　②コーディネータ補助

　　　（留意点）

　　　　・氏名、所属、役職、実績の概要（この事業で活用する理由、背景）について記載する。

　　・コーディネータの特徴、活用の効果（履歴含む）について、別紙４に記載する。
　　　③事業実施機関の概要、特徴

　　　（留意点）

・事業実施機関の事業活動の状況やどの程度の企業を参加母数として掌握しているのかについて記載する。

・事業実施機関の概要の詳細については、別紙５に記載する。
　　　④事業実施機関の人材育成に関する実績

　　　（留意点）

　　　　・これまでに、どういったテーマのプロジェクトを、どんな企業（業種、数）に対して実施してきたかについて記載する。また、国からの受託実績についても併せて記載する。
　　　⑤事業実施機関のバックアップ体制

　　　（留意点）

・本事業実施のためコーディネータの活動や各委員会の運営におけるバックアップ体制について記載する。
（６）副教材作成の実施体制

（留意点）　

　　　・計画している実践的取り組みに用いる教材について、どのような体制で作成するのか、具体的に記載する。
（７）自立化に向けた具体的方策

　　（留意点）

・本委託事業終了後の自立化を念頭に、開発したプログラムを、地域の中で継続して行うために必要な役割分担、地域内への普及方法等の概要を記載する。
　　①事業実施後の運営体制（役割分担、普及方法等）

　　

　　②該当地域の自治体（県や市）の理解・協力体制

（８）他事業との連携

　　（留意点）

　　・他の国の委託事業や自主事業等との連携について記載する。
５．経費概算
　（留意点）

　　・文部科学省にかかる経費については、別紙６に記載する。

　　・経済産業省にかかる経費については、別紙７に記載する。
６．添付資料
（１）取組校の学校要覧

（２）取組校の教育課程表

（３）教育課程の基準によらない教育課程の編成及び実施を希望する取組校がある場合は、別紙８に必要事項を記入の上、添付すること。

（４）事業実施機関の定款又は寄附行為（法人格を有しない場合は、運営規約に該当するもの）　　

（５）事業実施機関の経理基準等を定めた規定（委託費の積算根拠となる書類）

（６）事業実施機関の事業概要が分かるパンフレット等

（７）事業実施機関の直近１年間の決算書類

別紙１

都道府県等教育委員会の概要及び事業管理体制等

１　都道府県等教育委員会のこれまでの取組

（留意点）

　・ものづくりや産業教育に関するこれまでの取組について、具体的に記述する。
２　都道府県等教育委員会の事業管理体制等
（留意点）

　　・都道府県等教育委員会の役割、業務、事業管理体制等について、具体的に記述する。
３　人材育成連携推進委員会の運営体制について

（留意点）

　・人材育成連携推進委員会の運営体制について、具体的に記述する。
別紙２

取組校の概要及び本事業における取組
１　学校名
    校長名
２　所在地
    電話・ＦＡＸ    
TEL　　　　　　 　　　　 FAX
３　学年・課程・学科別生徒数，学級数　
	課程
	学科
	第１学年
	第２学年
	第３学年
	計

	
	
	生徒数
	学級数
	生徒数
	学級数
	生徒数
	学級数
	生徒数
	学級数

	全日制
	○○科
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	××科
	
	
	
	
	
	
	
	

	定時制
	△△科
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


４　教職員数
	校長
	教頭
	教諭
	養護教諭
	非常勤講師
	実習助手
	事務職員
	司書
	計

	
	
	
	
	
	
	
	
	


５　学校のこれまでの取組等
（１）企業、大学、研究機関等との連携状況（産業界と連携した教育の取組）
（２）職業教育に関する教育課程等の特色

（３）職業教育に関するクラブの活動状況（過去３年間）
（４）卒業後の状況

（５）研究歴等（文部科学省の指定事業等）

（６）その他特記すべき事項

６　本事業における取組み

（１）研究のねらい等

（２）実施内容

　（留意点）

　　・計画しているそれぞれの実践的取り組みを実施するに当たって、対象学科と対象生徒数の規模、実施時期及び期間、教育課程上の位置付け、協力企業、実施場所、講師、設備・機器、実習材料等について詳細かつ具体的に記載すること。
・特に、どのような企業と連携して、どのような技術分野に係る実践的な人材育成プログラムを開発するのか明確に記載する。
（３）校内における事業推進体制

（留意点）

　・校内における本事業の実施方針、推進体制等、具体的に記述する。
※教育課程表を添付すること。
 別紙３
コーディネータの活動実績等
（留意点）

　・コーディネータ毎に記載する。なお、必要に応じて記入枠を広げてください。
１．コーディネータの経歴等
	コーディネータ氏名
	所属（ＯＢ人材の場合、旧所属を記載）

	ひらがな
	

	漢　　字
　生年月日　　年　　月　　日生（　　歳）
	

	肩　　書
	専門分野

	
	

	主な資格（学位を除く）
	

	
	

	学歴、履歴事項（最終学歴から記載ください）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	（始　期）
	（終期・現職）
	（役職・学歴）

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	現在活動している国及び自治体等の審議会等並びにコーディネート活動に関するボランティア活動

	（任　期）
	（委嘱者）
	（役職・活動など）

	       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
	
	

	　実　　績

（本事業に資するコーディネータの実績について記載する。）


２．コーディネータが有する人的ネットワークの範囲及び内容
（留意点）

　・具体的な人物、企業、団体名について図表等を用いて記載する。
	


３．委託事業におけるコーディネータの役割
（留意点）　

　・委託事業においてコーディネータがなぜ有用で、どのような役割を担うのか具体的に記載する。

	


別紙４
コーディネータ補助員の活動実績等
（留意点）

　・コーディネータ補助者毎に記載する。なお、必要に応じて記入枠を広げてください。
１．コーディネータ補助員の経歴等
	コーディネータ補助員氏名
	所属（ＯＢ人材の場合、旧所属を記載）

	ひらがな
	

	漢　　字
　生年月日　　年　　月　　日生（　　歳）
	

	肩　　書
	専門分野

	
	

	主な資格（学位を除く）
	

	
	

	学歴、履歴事項（最終学歴から記載ください）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	（始　期）
	（終期・現職）
	（役職・学歴）

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	現在活動している国及び自治体等の審議会等並びにコーディネート活動に関するボランティア活動

	（任　期）
	（委嘱者）
	（役職・活動など）

	       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月
	
	

	　実　　績

（本事業に資するコーディネータ補助者の実績について記載する。）


２．コーディネータ補助員が有する人的ネットワークの範囲及び内容
（留意点）

　・具体的な人物、企業、団体名について図表等を用いて記載する。
	


３．委託事業におけるコーディネータ補助員の役割
（留意点）

　・コーディネータ補助員がどのような役割を担うのか（コーディネータとの役割分担も含めて）具体的に記載する。
	


別紙５
事業実施機関の概要
	事業実施機関名
	

	代表者氏名
	                             　（役職）

	所　在　地
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	担当者氏名
	                               （役職）
                               （e-mail）

	　資本金等：　　　　　　千円  　　　※財団法人等は基本財産、出資金等
　従業員：            人          ※財団法人等は専従職員等
　売上高：            千円        ※財団法人等は事業費等
　設立年月：            年　　月

	　

　設立の経緯・事業活動の状況（設立（結成）時期、設立目的、過去の事業の実績及び成果等の全般的

　な内容）、構成員企業（支援対象企業）の内容


別紙６
事業経費内訳

（単位：円）
	費　　目
	金　　額
	
	積　算　内　訳
	備考

	
	
	適　用
	
	

	（１）諸謝金
	
	
	
	

	（２）旅費
	
	
	
	

	（３）会議費
	
	
	
	

	（４）図書購入費
	
	
	
	

	（５）通信運搬費
	
	
	
	

	（６）印刷製本費
	
	
	
	

	（７）借損料
	
	
	
	

	（８）消耗品費
	
	
	
	

	（９）人件費
	
	
	
	

	（10）雑役務費
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	


※記述にあたっては、【別添１】の「経費項目の考え方（文部科学省）」に従うこと。
※積算内訳は単価及び数量を明らかにすること。
※本様式はＥＸＣＥＬにて作成すること。

※精算内訳だけでは内容が不明瞭な場合には備考欄に記入すること。なお、備考欄に記入しきれない場合、別紙を添付しても構わないこととする。 （別紙様式は特に指定しない）

別紙７
事業経費内訳

	区　分
	内　　訳
	積　算　根　拠
	金額

	人件費
	１．人件費
　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ人件費
　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ補助者人件費


	
	

	事業費
	２．コーディネータ旅費

　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ旅費
　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ補助者旅費
３．副教材作成費
　専門家謝金
　専門家旅費

消耗品費
４．事業実践費

①企業実習

受入経費（材料費等）

②学校での実践的授業
　講師謝金

　講師旅費

③教員の企業での技術研修

　受入経費（材料費等）

④課外活動支援

　講師謝金

　講師旅費

５．広報費

　印刷製本費

成果発表会講師謝金
成果発表会講師旅費

６．報告書作成経費

	
	

	一　般

管理費
	７．一般管理費
　一般管理費
	１～５の合計の１０％以内
	

	再委託費
	８．再委託費
　再委託費
	
	

	消費税及び

地方消費税
	９．消費税及び地方消費税
	
	

	
	合　計
	
	


注１：委託契約時において、支出予定のない対象科目は、対象外となる。
別紙８

	学校名
	

	研究開発課題
	

	教育課程の基準によらない教育課程の内容
	

	教育課程の基準によらないことが必要な理由
	


研究開発実施希望調書



委　託　契　約
























































※〔参考〕文部科学省が実施する「ものづくり人材育成のための専門高校・地域産業連携事業」の委託費





○人材育成連携推進委員会等運営経費


　　会議開催経費（委員出席謝金、旅費、会場借料、会議費、賃金、消耗品費、資料印刷費、通信運搬費）、その他の経費


○生徒の企業実習に係る経費


　　　生徒旅費、生徒の保険料、教員旅費、その他の経費


○企業技術者等の学校での実践的指導に係る経費


  　　材料購入費、機器等借料、その他の経費


○教員の企業等での高度技術習得に係る経費


　　　教員旅費、教員損害保険料、その他の経費


○共同研究に係る経費


　材料購入費、その他の経費


○その他の活動に係る経費


　　材料購入費、その他の経費


○報告書作成等に係る経費


　　　報告書印刷費、原稿執筆謝金、報告書印刷費、その他の経費





公　募　開　始





公　募　締　切





公募申請書提出





審　査　委　員　会





採　択





公募申請書提出





結果通知





委託契約





※〔参考〕文部科学省が実施する「ものづくり人材育成のための専門高校・地域産業連携事業」の応募先


・文部科学省


〒１００－８９５９


東京都千代田区丸の内２丁目５番１号


文部科学省　初等中等教育局　参事官（産業教育・情報教育担当）付企画係


「ものづくり人材育成のための専門高校・地域産業連携事業」担当　宛
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